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太田黒鐵郎議員

冨田弘海議員

議案第28号　平成27年度
山鹿市一般会計予算について

質 疑

答弁:（総務部長）

①　庁舎建設費・市庁舎等建設事業について継続事業で本年が最終年度となるが財源
　内訳を問う。

②　賦課徴収費・収納向上対策事業について、現在の滞納状況と取り組みの効果について問う。

③　健康づくり推進費・健康館ゆ～かむについて、指定管理料は1年分5,247万2千円計上されているが、民間
　移譲の状況はどうなっているのか問う。

　予算総額50億2,120万円で内訳は国庫補助金2億1,500万円、地方債41億340万円、
基金繰入金2億6,835万4千円、一般財源4億3,444万6千円である。
　現契約額では、事業費総額45億5,168万3千円に対して国庫補助金2億1,500万円、
地方債37億5,300万円、基金繰入金2億6,835万4千円、一般財源3億1,532万9千円である。なお、地方債(合
併特例債）の利息を含めた償還総額は、40億899万円と見込まれ、その7割が交付税として後年度算入される
ので、実質市の持ち出しは、12億270万円となる。

地方創生について問う質 問

答弁:（総務部長）
　山鹿版人口ビジョンと総合戦略はどう策定するのか。

　昨年11月に「まち･ひと･しごと創生法」が制定され、12月には国の戦略と長期ビジョ
ンが示された。これを受け、本市でも12月26日､「山鹿市まち・ひと・しごとづくり本部｣
を立ち上げ、先行型事業等を検討してきた。お尋ねの件については同本部で来月早々に策
定に着手し、内容的には第２次総合計画とリンクさせながら、10月までに策定したい。

人・農地プランについて問う質 問

答弁:（経済部長）

①　プランの作成状況はどのようになっているのか。
②　作成できない集落の現状・要因は何か。
③　活性化つなげる方法をどう考えているのか。

①　平成27年２月末現在で51プラン、64地区で作成。地域連携員
　を配置し、関係機関と連携強化を図ったことで人・農地プランへ
　の理解が進んだ。
②　地域内で、話し合いや世話がわずらわしい、今後の農業への不安などあるが、今後も粘り強く推進する。

答弁:（市長）
③　自分たちの地域は自分たちで考えつくることが重要。財産である地域の人材を活用し、話し合いを進め活
　性化につなげていく。「人・農地プラン」が一つの契機になればと期待している。

答弁:（市長）
　地方創生にあたっての市長の意気込みを問う。

　国の総合戦略における基本目標は、私が提唱している３本の柱と同じ方向性。地方創生
は千載一遇のチャンスであり、職員はもちろん、議会、市民とともに総力戦で頑張る。

答弁:（市民部長）
　滞納状況は、市税が平成26年度3億4,657万7,065円、国保税3億5,758万7,562円となっている。滞納額が高額
とならないように、戸別訪問や電話催告などにより対応している。また、滞納処分は、差し押さえを基本として実施し
ている。

答弁:（福祉部長）
　「ゆ～かむ」は、国・県の補助金を活用して建設されていることから、財産処分の手続きが必須となるた
め、県を通じてその手続きを進めてきた。平成27年1月から2月13日まで募集し、2月23日に選定委員会を開
催、譲渡候補先を決定したところである。今後は、財産処分申請を行い、受理後、議会の財産処分の議決を得
られれば平成27年度内には譲渡できるものと考える。
　　※他、地域自治振興交付金について、各地域の祭り・イベントについて、生活困窮者自立支援事業の新規
　　　事業について、食の自立支援事業の内容の変更理由についてなどの質疑をした。

（新規就農者研修会）
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北原昭三議員

稲葉　昇議員

地方創生戦略の推進について問う質 問

答弁:（総務部長）
「まち・ひと・しごと」を創生する戦略を立てるための人材の確保についての考えを問う。

　内部組織を昨年１２月末に立ち上げている。人材の確保としては、地方創生コン
シェルジュ制度の利用やコンサルタント等の専門家によるアドバイスなども活用し
ながら戦略を策定したいと考える。
　※地方創生コンシェルジュとは、地方創生の取り組みについての国が設けた相談窓口

振り込め詐欺対策について問う質 問

答弁:（総務部長）
振り込め詐欺被害を防ぐ「迷惑電話チェッカー」の導入について問う。

　各県・各警察本部が実施している「迷惑電話チェッカー」をはじめとした様々な対策の検証が実施されると
思う。警察本部や金融機関等と、より一層連携を密にし、被害の発生を未然に防ぐための対策を検討する。

空き家対策について問う質 問

答弁:（総務部長）
老朽危険家屋に対する解体費補助金についての考えを問う。

　市独自での補助制度はないが、今後、国の補助制
度の動向等も見据えながら研究していく。

一般廃棄物処理計画について問う質 問

答弁:（市民部長）

　最高裁の司法判決は、廃棄物処理法の適切な運用が図られるよう、市町村
の責任を明確にしてあり、その処理責任は極めて重いものである。その認識について問う。
※その他に今後の新たな処理業者への許可について質問した。

　適正な運営が継続的かつ安定的に確保される必要があり、総括的な責任を負う市町村の役割は誠に重大であ
ると認識している。そのため、一般廃棄物の排出抑制や減量化、再利用の推進、収集、運搬、処分にわたるま
で、細心の注意を払って適正に処理しなければならないとものと考える。

新養蚕産業構想について問う質 問

答弁:（市長）

①　経緯と思いについて　　　　　②　事業の経過及び計画について
③　本市の支援措置について　　　④　養蚕施設等の建設計画について

①　民間企業から新技術を利用した夢のある養蚕構想の話を聞き、山鹿市において実
　現できないものか早急に調査・検討を実施してきた。桑園拡大による耕作放棄地等
　の解消、廃校跡地の有効利用、地元雇用の創出による定住促進など、経済効果は非
　常に大きく、山鹿市から世界へ向けた新しいシルクロードが誕生することを強く期
　待している。

山鹿市ふるさと応援寄附金（ふるさと納税）について問う質 問

答弁:（総務部長）
ふるさと応援寄附金のこれまでの実績と今後の取り組みについて

　平成20年度から本年2月末まで約7年間の寄附金の総額は、405件、2,096万2,670円である。今後、特産品
の贈呈やクレジットカードによる寄附についても検討を進め、新たな寄附者の獲得に向け努力する。

答弁:（経済部長）
②　昨年10月農業生産法人が設立され、12月1日に山鹿市との協定調印式を行い、今月中には2万本の桑苗を
　定植する予定である。現在、桑園内に現場事務所と農業機械倉庫が建設されており、同法人の本社住所を山
　鹿市に移転するよう手続きが進められている。
③　国・県の補助・交付金事業及び地方創生事業等を有効に活用した支援などを計画している。
④　無菌養蚕工場などの施設建設予定地として、広見小学校跡地を第１候補地として選定された。民間企業が、
　地域活性化につながる利活用を考える上では、市有地の処分も必要であり、今後、廃校跡地処分に係る手続
　きを進める。

（老朽危険家屋）
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冨丸洋一郎議員

芹川正美議員

公の施設の指定管理と第三セクター
について問う

質 問

答弁:（経済部長）

①　公の施設の指定管理状況について、平成18年4月より指定管理者契約を、八
　千代座やさくら湯、小栗郷、水辺プラザかもとなど、多数の施設が指定管理者
　の契約を結んでいるが、契約の数や形態はどのようになっているのか。
②　第三セクターの今後について、現在、(株)小栗郷、(株)菊鹿フラワーバンク、
　(株)鹿本町振興公社の３社があるが、近年の営業実績は、伸び悩む傾向が続い
　ているようだ。今後の方向性にはどうなっているのか。

①　経済部所管の公の施設は32施設であり、うち指定管理施設は
　21施設となっている。その中で、指定管理料を支払う施設は15
　施設で、うち管理料０円が5施設あり、指定管理納付金を市が徴
　収する施設が１施設ある。公募に際しては､「指定管理者募集要
　項」で期間や管理料および納付金の額などについては十分説明
　をして募集を行っている。
②　第三セクターによる管理運営は、質問のとおり3施設あり、地
　域活性化を目指すため設立された経緯がある。基本的には、将
　来民営化を目指すが、一定水準の自立経営に向けた育成指導な
　どの支援を継続する考えである。

多面的機能推進事業の取り組みについて問う質 問

答弁:（経済部長）

①　事業の概要と取り組み状況はどうか。
②　広域組織の一本化と体制についてはどうか。
③　今後の推進体制についてどういう考えか。

①　多面的機能推進事業は、「農地維持支払」と「資
　源向上支払」から成っており、地域の共同活動を支
　援している。事務作業の煩雑さから、組織数が減少
　していたため、組織の広域化を図り、市全体でひと
　つの組織とした。
②　組織の名称は、｢山鹿地域広域協定」となり昨年９月に設立された。事務作業をひ
　とつに集約し、各組織の負担軽減を図っている。現在、事業を取り止めた集落を含
　め、未実施集落への推進を進めている。

答弁:（市長）
③　多くの集落が参加できるよう、４月から鹿本地域振興局内に
　「山鹿市多面的機能支援センター」を設置し、広域組織の効率
　的・効果的な運営を図るため、県・市をはじめ、関係機関によ
　る一体的な支援を行う。

（多面的機能交付金事業「水路さらえ｣）

（指定管理納付金徴収施設「水辺プラザかもと｣）
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吉本政幸議員

丸山康昭議員

農業の担い手支援について問う質 問

答弁:（経済部長）

①　農地中間管理事業の利活用はどうなっているのか。
②　集落営農組織の育成はどうするのか。
③　新規就農者の育成・確保の状況はどうなっているのか。
④　企業など多様な担い手の育成をどうしていくのか。

①　担い手への農地集積・集約化に向け都道府県に、農地中間管理機構を設置し貸借を一元的に進める。県で
　は農業公社に設置し４月より稼働、市では広報紙、集落説明会等で周知、利用拡大に努める。
　　貸し手、借り手とも中間管理機構、市、ＪＡへ申込書を提出登録が必要。利用基準、要件もある。市の利
　用者は現在、貸し手23名、借り手40経営体が登録をしている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　②　現在、集落営農組織は21組織（内法人３組織）４月以降４組織が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　設立予定である。今後、営農リーダー育成研修、希望集落説明会等を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　通し理解促進を図る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　③　新規就農者の推移は、平成22～25年で順に21名、26名、22名、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　19名。平成26年は17名となっている。平成23年をピークに減少傾
　　　　　　　　　　　　　　　　　　向である。市就農支援センターを窓口に、関係機関と連携しながら支
　　　　　　　　　　　　　　　　　　援し、今後も先進農家・経理簿記研修等プログラムを年間通して実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　し、県の新規就農アドバイザーを中心に、定期的に視察支援を行う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　④　法人は各地域で野菜などを栽培、大規模な農地を確保利用している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　他市町よりの参入は、10法人62ヘクタールで経営。法人からの相談に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ついては、市、JA、農業委員会等と連携、農地などの情報提供に努める。

議案第28号　平成27年度
山鹿市一般会計予算について

質 疑

答弁:（教育部長）

①　鹿央･米田統合小学校建設費の内容について
②　１月実施の鹿央地区での地域説明会の状況について
③　文部科学省が策定した｢公立小学校･中学校の適正規模･適正配置等に関する手引｣
　（平成27年１月27日通知）について、教育委員会はどのように考えているか。

①　統合校の位置となる米田小学校の校舎等の整備を行うための設計業務であり、現
　在、基本設計を進めている。平成27年度は、引き続き具体的な施設整備のための実
　施設計業務を行い、７月までに完了する予定。
②　29行政区のうち希望のあった24行政区で､統合協議の経過及び今後の計画につい
　て説明を行った。主な意見として、「小学校の統合に反対ではないが統合位置が問
　題である｣、｢鹿央地区から小学校をなくさないでほしい｣、｢地域が衰退する」など、
　統合について不安を述べられる意見が多くあった。一方で、「子ども達のことを考
　えれば早く統合してほしい」という意見や学校跡地の有効活用についての意見等も
　いただいた。
③　手引は、教育的な視点から学校の果たす役割の再確認や、一定の学校規模を確保
　することの重要性が示されており､この手引を参考として、現在策定している｢山鹿
　市立小・中学校規模適正化基本計画の第２次計画」を粛々と推進していくとともに、
　新たな学校の運営に当たって、しっかりと保護者や地域の皆様の意見をいただきな
　がら、より良い教育環境の整備を図っていきたいと思っている。

（集落説明会）
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永田紘二議員

消防防災対策の体制について問う質 問
答弁:（総務部長）
　広域消防本部が市単独化になるが、従来と変わらず現体制を維持していく。
　また、本市の自主防災の組織率は３月末で65.1％の見込みであり、地域防災のリーダ
　　　　　　　　　　　　　　　　　ーの不足等で組織化が進んでいないことが課題で
　　　　　　　　　　　　　　　　　ある。今後も組織の結成と活性化を推進していく。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　さらに、本市の消防団員の総数は2,188人であ
　　　　　　　　　　　　　　　　　り、昼間に活動可能な団員は、全体の４分の１程
　　　　　　　　　　　　　　　　　度である。このため、主に昼間の初期消化活動等
　　　　　　　　　　　　　　　　　の後方支援を基本とする機能別団員制度を導入し、
　　　　　　　　　　　　　　　　　偏りがないよう適正な人員を各小学校区に配置す
　　　　　　　　　　　　　　　　　ることで、更なる消防力の強化に努める。

特別な支援を要する子どもへの対応について問う質 問
答弁:（教育長）
　本市の小中学校の特別支援学級に在籍している子どもは、平成26年度は151名とこの５年間で約２倍にな
っている。また、通常の学級にも支援を要する子どもが年々増えてきている。そういう状況を踏まえると、専
門的な教育を行う特別支援学校が山鹿市にもぜひ必要だと思う。学校の統廃合の姿が明らかになってきたので、
活用できる学校跡地の提案等、県教育委員会と具体的な話し合いに入っていく。

答弁:（福祉部長）
　福祉の立場からは、次のような支援を行っている。①児童発達支援事業・放課後等デイサービス（事業所数
3、利用児童124名） ②就労移行支援事業（事業所2、利用者10名） ③就労継続支援事業Ａ型（事業所9、利
用者116名）④就労継続支援事業Ｂ型（事業所5、利用者94名）⑤生活介護事業（事業所3、利用者230名）

「１委員会の名称」と「委員会の任期満了に伴う構成委員」が変わりました。「１委員会の名称」と「委員会の任期満了に伴う構成委員」が変わりました。
（２月27日付け）

福祉厚生常任委員会  　⇒　  市民福祉常任委員会

【各委員会の委員】

※山鹿消防本部及び消防署が４月１日に設置されたことにより、総務文教常任委員会の所管に追加されました。

◎ 委員長　○ 副委員長

◎寺崎　勇児　○北原　昭三　　丸山　寛治　　吉本　政幸
　藤本　峰秀　　冨丸洋一郎　　冨田　弘海任期2年

任期2年

任期2年

任期2年

任期4年

総務文教常任委員会

市民福祉常任委員会

建設経済常任委員会

議 会 運 営 委 員 会

議会活性化特別委員会

広 報 委 員 会

山 鹿 植 木 広 域 行 政
事 務 組 合 議 会 議 員

◎藤原　　豊　○池田　誠一　　堀　　茂幸　　平井　邦廣
　稲葉　　昇　　服部　香代

◎永田　　健　○芹川　正美　　丸山　康昭　　太田黒鐵郎
　横手　啓介　　永田　紘二

◎池田　誠一　○永田　　健　　寺崎　勇児　　太田黒鐵郎
　藤原　　豊　　藤本　峰秀

◎太田黒鐵郎　○芹川　正美　　丸山　寛治　　永田　紘二
　池田　誠一　　服部　香代

◎吉本　政幸　　横手　啓介　　北原　昭三　　服部　香代

太田黒鐵郎　　丸山　康昭　　寺崎　勇児　　堀　　茂幸
芹川　正美　　冨田　弘海

委員会名の変更

（4月1日消防本部発足式）



議会の主な動き
5日

9日
11日
12日
16日
17日
18日
20日
27日

29日
1日
4日
6日
10日

19日
20日
21日
24日
27日

5日

6日
8日
9日
10日
11日
12日
16日
17日

20日
23日
24日

30日

（月）

（金）
（日）
（祝）
（金）
（土）
（日）
（火）
（火）

（木）
（日）
（水）
（金）
（火）

（木）
（金）
（土）
（火）
（金）

（木）

（金）
（日）
（月）
（火）
（水）
（木）
（月）
（火）

（金）
（月）
（火）

（月）

仕事始め式
全員協議会
広報委員会
出初め式
成人式
議会活性化特別委員会
第17回防災のつどい
市制施行合併10周年記念式典
議会運営委員会
1月臨時議会
全員協議会

百歳到達者表敬訪問
男女共同参画フォーラムinやまが
赤穂十七義士慰霊祭
第13回百華百彩オープニングセレモニー
議員研修会
全員協議会
議会活性化特別委員会
百歳到達者表敬訪問
議会運営委員会
森づくり植樹祭
水源感謝祭
3月定例会開会
全員協議会
議会活性化特別委員会

3月定例会質疑・一般質問
広報委員会
3月定例会質疑・一般質問
第3回清浦総理顕彰あんずの丘マラソン大会
建設経済常任委員会
市民福祉常任委員会
総務文教常任委員会
議会運営委員会
市内中学校卒業式
3月定例会閉会
全員協議会
広報委員会
天空桑園植樹祭
広報委員会
市内小学校卒業式
議会活性化特別委員会
百歳到達者表敬訪問

1月19日

2月12日
2月17日

愛知県豊明市　人・農地プランへの取り
　　　　　　　組みについて
京都府向日市　歴まち事業について
北海道紋別市　歴史を生かしたまちづく
　　　　　　　りについて

人事案件
〈教育委員会委員〉
　市長から提出された｢教育委員会委員の任命｣について
は、次のとおり同意しました。
　山鹿市鹿北町　野中　米里　氏（新任）
　〈公平委員会委員〉
　市長から提出された｢公平委員会委員の選任｣について
は、次のとおり同意しました。
　山鹿市中　　　中原　正則　氏（再任）
　〈六郷財産区管理委員〉
　市長から提出された｢六郷財産区管理委員の選任｣につ
いては、次のとおり同意しました。
　山鹿市菊鹿町　髙塚　正義　氏（新任）
　山鹿市菊鹿町　小澄　正晴　氏（再任）
　山鹿市菊鹿町　一法師　悟　氏（新任）
　山鹿市菊鹿町　長迫　隆博　氏（新任）
　山鹿市菊鹿町　池上　賢正　氏（新任）
　山鹿市菊鹿町　竹下　　誠　氏（新任）
　山鹿市菊鹿町　古閑　孝昭　氏（新任）
　〈稲田財産区管理委員〉
　市長から提出された｢稲田財産区管理委員の選任｣につ
いては、次のとおり同意しました。
　山鹿市鹿本町　星子　正章　氏（新任）
　山鹿市鹿本町　吉海　一誠　氏（新任）
　山鹿市鹿本町　前田　吉成　氏（新任）
　山鹿市鹿本町　酒井　康臣　氏（新任）
　山鹿市鹿本町　津留　洋利　氏（新任）
　山鹿市鹿本町　佐藤　　稔　氏（新任）
　山鹿市鹿本町　中川　一夫　氏（新任）

　
　
春
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出
会
い
と
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の
季
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。

　
小
・
中
学
校
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多
く
の
子
ど
も
た
ち
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さ
ま
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ま
な
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情
に
接
し
ま
す
。

　
私
も
学
校
を
卒
業
し
て
40
年
が
過
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、

省
み
る
と
「
あ
の
よ
う
に
素
直
な
気
持
ち

が
残
っ
て
い
る
の
だ
ろ
う
か
？
」
と
ど
う

し
て
も
疑
問
符
が
付
い
て
し
ま
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ま
す
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だ
か
ら
で
し
ょ
う
か
、
「
い
つ
ま
で
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素
直
な
気
持
ち
を
大
事
に
持
ち
続
け
て
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し
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」
と
強
く
願
っ
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ま
い
ま
す
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さ
て
、
市
議
会
は
、
こ
の
任
期
も
折
り

返
し
後
半
戦
で
す
。
藤
原
議
長
の
も
と
、

議
員
一
丸
と
な
っ
て
行
政
と
市
民
と
の
パ

イ
プ
役
と
し
て
頑
張
っ
て
い
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ま
す
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広
報
委
員
長
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本
政
幸

編

集

後

記

議
員
研
修
会
報
告

１
月

２
月

３
月

行政
視察

　
2
月
10
日
、
熊
本
大
学
法
学
部
教
授
伊

藤
洋
典
氏
を
講
師
に
招
き
標
記
の
講
演
会

を
開
催
し
た
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講
演
で
は
、
「
二
元
代
表
制
の
地
方
議

会
の
意
義
は
ど
こ
に
あ
る
の
か
」や「
チ
ェ

ッ
ク
機
能
は
議
会
の
役
割
」「
市
民
の
ニ

ー
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を
拾
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上
げ
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の
は
行
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な
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議
員
の
役
目
で
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な
い
の

　
　
　
　
　
か
」
な
ど
今
後
の
課
題
に
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い
て
説
明
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け
た
。

　
　
　
　
　
　
先
月
開
催
さ
れ
た
「
議
会

　
　
　
　
　
報
告
会
」
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け
て
、
今
後

　
　
　
　
　
の
議
会
の
検
討
課
題
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い
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た
い
と
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え
る
。

ようこそ山鹿市へ

■
演
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す
る
か
」


